特定健診・特定保健指導機関データベース登録情報の分析
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【目的】

特定保健指導における売値の構造を探る。具体的には、「売価は従量的に定められているのか、固定的に定められているのか」、「売価を引き上げる要因はなにか」等をあきらかにする。

【手法】

計量経済学的手法を用い、売値関数を推定する。売値関数から、特定健診・保健指導が持つ様々な要素－調理実習がある、医師が多い、指導期間が長い等々が、売価にどれだけの影響を与えているかを探る。

【結果】

周知の通り、特定保健指導は、動機付け支援と積極的支援の二つに分かれる。本稿ではそれぞれの売価から2つの売値関数を推定した（売値は保健指導の量や内容の関数としてあらわされる）。

結果、動機付け支援・積極的支援の両方に、以下のような傾向が確認できた。どちらの売価も、非施設型指導を行うこと、大都市（人口200万以上）に立地すること、業務内容を協力業者に委託することで高まる傾向が確認できた。
影響が大きいと考えられた介入ポイントの多寡や介入期間の長さは売価に影響していなかった。また、保健指導を担うスタッフの構成や人数といった労働要因も、ほとんど売価に影響していなかった。
【考察】
非施設型指導を行うことによって保健指導の売価が高まることは、単純なコスト効率の問題であると考えられる。施設に保健指導の対象者をあつめたほうが、単位労働あたりに対処できる人数は多いであろう。
大都市圏で売価が高まる傾向は、都市圏での物価高や高い地代などを反映しているものと推測できる。
協力業者に業務を委託するということは、普通、常勤の職員を雇うリスクを軽減するために、割高な料金を払うことである。ゆえに、協力業者への委託がコストを引き上げ、売価を高めることは妥当だと考えられる。

労働要因が売価に影響を及ぼさなかった理由は、仕事の性質ゆえと考えられる。医療機関のスタッフは当然のことながら保健指導以外の業務も担当しており、本稿で用いたデータでは、それらの業務に投下した労働と保健指導に投下した労働とは厳密に区分できない。保健指導に投下した労働のみを抽出し、適当な変数で表現することができれば、売価に及ぼす影響を測りえるかもしれない。この点は今後の課題である。
※当研究は、「平成18年度厚生労働科学研究費補助金循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事業 地域における健康診査の効率的なプロトコールに関する研究班」によって作られた「特定健康診査機関・特定保健指導機関データベース」のデータを利用したものである。
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